
3-2 ステ-クホルダ-に対して-適時適切に情報を開示する.

tleI基本的心構え.姿勢3j

企業は経営全般にわたり,社会が真に必要としている情報の適時適切な開
示を行うo具体的にはl法制度上求められる情報聞示にとどまることなく-
社会的規範や自らの判断に基づいて,信頼性のある,かつ幅広いステ-クホ
ルダ-にとって有用な情報を,適時に提供するよう努めるo開示する情報の
種類としては-経営.財務的側面の情報だけではなく-環境的側面や社会的
側面などの情報についても- 社会から求められる企業活動の重要な情報とし
て認識し-積極的に開示するo

41具体的アクシヨン.プランの例L+

く11惜報開示方針を策定する.
0自社の情報開示に関する方針を走めl社外にも公表するo

く21報告書を通じた経済.環境.社会各側面の情報を開示する.
0アニュアル.レポ-ト環境報告書-サステナビリテイ報告書などの作
成.発行を通じて-覧性ー 継続性のある情報開示を行う.

CgJレポ-テイングに関する内外の様々なガイドラインも参考にしつつ,自
社にとって開示の必要な情報を定義して開示するo

61パフオ-マンス情報は-経済の側面だけではなく,環境.社会的側面に
ついてもできる限り数値化した経年デ-タを掲載する.

ゆ情報開示にあたって埠,感要と考えられる場合には自社にとってのネガ
テイブ情報も発信するo

く31多様な機会.媒体を括用する.
Qインタ-ネットなどを活用して-効果的かつ効率的にlより多くの人に
適切な企業情報を提供するo例えば,消費者や株主からよくあlる質問に
ついては,ホ-ムペ-ジにQ8tAの形で公表するよう努めるDその際1
改ざん,なりすまし等に十分注意するo

CZl多様な受け手を想定して- アクセスしやすい,わかりやすい情報伝運に
努めるo

魯消費者向けのニュ-スやフリ-ダイアルでの情報提供,工場見学やビジ
タ-センタ-への受け入れなど1様々なメディアや機会を活用するo

%i関連資料診

n3企業活動報告の新たな動きj1 2002年 経済広報センタ-
Fインタ-ネット広報ED 2002年 経済広報センタ-
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